[bookmark: 共有者の内の１名の変更]登 　記 　申 　請 　書

登記の目的	所有権登記名義人住所変更
原　　　因	令和８年１０月１３日住居表示実施
変更後の事項	本店　下松市
申　請　人	本店　下松市
           　 商号           　　　　　　　　　　
　　　　　　　（会社法人等番号　　　　－　　　－　　　）
　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　連絡先の電話番号

添付書類　　　登記原因証明情報
              会社法人等番号

令和８年　　月　　日申請　　山 口 地 方 法 務 局

登録免許税　　登録免許税法第５条第４号により非課税

不動産の表示
不動産番号
所　　在　　下松市
地　　番    　　　　　番
地　　目    
地　　積    　　　　　　㎡

不動産番号
所　　在　　下松市　　　　　　　　　　　　　番地
家屋番号    　　　　　番
種　　類    
構　　造
床面積



（記入は左の用紙へ）               　　　別紙９住居表示が実施されると、従来の町名が新町名に変わると同時に、住所の表示が「番地」で表示されていたものが「街区符号」で表示されることとなります。例えば「下松市大字東豊井○○○番地」は「下松市豊井西○丁目○番○号」と変わります。
不動産登記の所有者の住所を一致させるためには、「所有権登記名義人住所変更」の登記申請をします。




[bookmark: 単独所有の場合]　　　　　　登 　記 　申 　請 　書住居表示が実施された日を記載

登記の目的	所有権登記名義人住所変更法人の場合は、本店を主たる事務所と記載します。変更後の事項として、住居表示実施で変更された新しい本店（主たる事務所）を記載

原　　　因	令和８年１０月１３日住居表示実施
変更後の事項	本店　下松市豊井西○丁目○番○号
申　請　人	本店　下松市豊井西○丁目○番○号所有者の新本店（主たる事務所）・商号（名称）・代表者の資格・氏名、会社の会社法人等番号を記載し、押印

　　　　　　　商号　株式会社○○産業
（会社法人番号　　　－　　　－　　　）
                　代表取締役    法　務　太　郎  　㊞会社の本店または法人の主たる事務所が変更された会社・法人の登記事項証明書が、登記原因証明情報になります。
会社法人等番号の記載をすることにより、登記事項証明書は省略できます。（例外もあります。）

　　　　　　　　　　　連絡先の電話番号
添付書類　　　登記原因証明情報
              会社法人等番号
令和８年○月○日申請　　山 口 地 方 法 務 局
登録免許税　　登録免許税法第５条第４号により非課税法務局に提出する日を記載

不動産番号が分からない場合、記載を省略可

不動産の表示
不動産番号　○○
所　　在　　下松市豊井西○丁目所有者の住所変更の登記を必要とする不動産の表示を、土地や建物の登記事項証明や要約書どおりに記載
※不動産の所在については、法務局で新しい町名に変更
※地番については、住居表示実施では変更されないため、従来の地番をそのまま記載

登記事項証明書とは、法務局に登記してある登記事項について、その内容を証明したものです（１筆ごとに６００円）。

要約書とは、登記事項の主な内容を印刷したものです（１筆ごとに４５０円）。

地　　番    ○○番
地　　目    宅　地
地　　積    ○○．○○ ㎡
不動産番号
所　　在　　下松市豊井西○丁目○○番地
家屋番号    ○○番
種　　類    居　宅
構　　造    木造瓦葺２階建
床面積    １階　○○．○○㎡
                    ２階　○○．○○㎡

